
添付資料１ 盛立地の周辺環境調査結果 

 

１ 高砂市による調査結果 

  昭和 51 年１月～平成 18 年度まで盛立地周辺で年２回調査している結果は

以下のとおり。 

 

 定量下限値 調査結果 

水路 (１地点) 0.0005mg/L 全ての地点で定量下限値未満 

海域 (３地点) 0.0005mg/L 全ての地点で定量下限値未満 

雨水 (２地点) 0.0005mg/L 全ての地点で定量下限値未満 

地下水(７地点) 0.0005mg/L 全ての地点で定量下限値未満 

大気 (３地点) 0.05μg/m3 全ての地点で定量下限値未満 

 
 
２ (株)カネカ及び三菱製紙(株)による調査結果 

  昭和 52 年～平成 18 年度まで盛立地周辺で年２回調査している結果は以下

のとおり。 

 

 定量下限値 調査結果 

雨水 (２地点) 0.0005mg/L 全ての地点で定量下限値未満 

地下水(３地点) 0.0005mg/L 全ての地点で定量下限値未満 

大気 (２地点) 0.05μg/m3 全ての地点で定量下限値未満 

 



 



   

    添 土質調査資料 
       

      図（1/1,500)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

凡例    盛立土外周部のボーリング箇所（計 6箇所）

       盛立土覆土のボーリング箇所（計 2箇所） 

   No.  ボーリング No. 

      T.P. 東京湾平均海水面 

   L  ボーリング長 

 

 

 

 

 

 

付資料２ 

（１）盛立地平面
 



 

     （２）盛立地土層断面図（1/1,500) 

 

 

 



添付資料３　安定性検討資料

（１）安定性検討の概要
検討対象について

準拠指針等
想定され
る状態

想定外力 土質条件 検討手法 検討結果
検討対象 目　的

１）盛立土（固化処理
　　された浚渫土）の
　　滑り

盛立土のうち固化処理土の安定性を確認する。
　
（固化処理土が滑り等で崩壊した場合、固化処理土が
敷地外へ流出する可能性があるため） 港湾の施設の技術上の基

準・同解説　(社)日本港湾
協会

道路土工　のり面工・斜面
安定工指針　(社)日本道路
協会

常 時  上載荷重（群衆荷重） ｑ＝5kN/ｍ
2

○山土　γ=18.6kN/m3
        C=8kN/m2
        φ=39°

○第二期盛立土
        γ=15.7kN/m3
        C=30kN/m2
        φ=0°

○第一期盛立土
        γ=13.0kN/m3
        C=135kN/m2
        φ=0°

○カーバイト層
        γ=15.0kN/m3
        C=41kN/m2
        φ=0°

○記号の意味
 　γ（単位体積重量）
   C（粘着力）
   φ（内部摩擦角）

　斜面安定計算
　（二次元円弧すべり計算）

地震時

　設計水平震度
　　道路土工：kh=0.15
　　港湾基準：kh=0.18
　　レベル２地震動：kh=0.26
(レベル２地震動として山崎断層地震を想
定する。)

　全て所要の安全率を満足した。
２）盛立土（覆土）の
　　滑り

盛立土のうち覆土の安定性を確認する。
　
（覆土が表面滑り等で崩壊した場合、吹付けアスファ
ルトが露出・破損し、風雨により浸食される可能性が
あるため）

港湾の施設の技術上の基
準・同解説　(社)日本港湾
協会

道路土工　のり面工・斜面
安定工指針　(社)日本道路
協会

常 時  上載荷重（群衆荷重） ｑ＝5kN/ｍ
2

地震時

　設計水平震度
　　道路土工：kh=0.15
　　港湾基準：kh=0.18
　　レベル２地震動：kh=0.26
(レベル２地震動として山崎断層地震を想
定する。)

３）盛立地の沈下 盛立土直下のアスファルト層の安定性を確認す
る。
（不等沈下が発生すれば、盛立土を覆うアスファルト
が破損する可能性があるため）

港湾の施設の技術上の基
準・同解説　(社)日本港湾
協会

常 時 　盛立土の盛土荷重
○圧密係数
     Cv=200cm2/day

・過去の資料と測量結果からすで
に沈下した量を推定

・圧密試験結果から最終沈下量を
算定

・過去の盛立資料と測量結果から得られる推定沈下量：33cm程度

・圧密試験結果より得られる最終沈下量　　　　　　：18cm程度

圧密沈下は完了していると考えられ、今後大きな不等沈下は発生しないと考えられる。

４）盛立地の液状化 盛立地の液状化に対する安全性を確認する。

（盛立土下の砂質土層が液状化した場合に、盛立土の
崩壊や盛立土を覆うアスファルトが破損する可能性が
あるため）

道路橋示方書・同解説Ⅴ耐
震設計編　(社)日本道路協
会

港湾の施設の技術上の基
準・同解説　(社)日本港湾
協会

地震時

道路橋基準
　液状化判定用 設計水平震度
　・タイプⅠ（海洋型）　　：Khg=0.35
　・タイプⅡ（内陸直下型）：Khg=0.70
港湾基準
　等価水平加速度
　・山崎断層地震　：420gal

○上述の単位体積重量を
使用

　液状化判定

・道路橋示方書タイプⅠ地震動：液状化する
・道路橋示方書タイプⅡ地震動：液状化する
・港湾基準(山崎断層地震)　　：液状化する
どの基準においても、内陸直下型やプレート型の大規模地震が襲来した場合は、当該地
盤は液状化の可能性が高い地盤であることが判明し、その場合盛立土法面肩部から法先
部にかけて滑りが生じる可能性があることが判明した。ただし、水際線から離れている
ことと、厚い液状化層が連続しているわけではないため、盛立土に地盤流動の影響は小
さいことが判明した。

５）津波時の盛立土
　　（覆土）の安定

地震時の津波に対する盛立土（覆土）の安定性を
確認する。

兵庫県沿岸域における津波
被害想定調査報告書

津波時
　盛立地周辺での
　予想最高津波高さ TP+1.8m
　（HWL0.7ｍ+津波高1.1ｍ）

----- 盛土高さと予想最大水位とを比較
盛立地の周辺地盤高は予想津波高さより高いため、浸水しない。
(盛立地の盛立土周辺地盤高は概ねTP+4.0～5.0ｍ)

６）高潮時の盛立土
　　（覆土）の安定

台風時の高潮に対する盛立土（覆土）の安定性を
確認する。

高潮ハザードマップ基礎資
料

高潮時
　盛立地周辺での
　高潮の最大潮位 TP+4.2m

-----
盛土高さと予測浸水レベルとを比
較

最大でも十数cmの浸水であり、流速も20cm～50cm/sと小さいので大きな問題はない。
(盛立地の周辺地盤高の最も低い場所がTP+4.03ｍ)

７）大雨時の盛立部
　　全体の排水

盛立部の排水性能を確認する。

（ｱｽﾌｧﾙﾄで覆われた盛立地の既設排水溝から雨水が溢
れると、表面水が覆土を浸食する可能性があるため） 道路土工　排水工指針

(社)日本道路協会
大雨時

　盛立地周辺での60分雨量強度
　・7年確率  ：43.0mm/h
  ・100年確率：66.2mm/h

----- 合理式を用いて排水性を検証

66.2mm/h(100年確率雨量)を検討する場合、既設排水路のみの断面では排水能力を満足
しないが、排水路および盛土形状を考慮して通水断面を考えると排水能力を満足した。
さらに、高潮と大雨が同時に発生した場合については、高潮により流末部の排水が困難
となり一部周辺法面を越流するが、固化処理土覆土を浸食する恐れは無い。

８）擁壁の安定 盛立地外周部の擁壁の安定性を確認する。

道路土工　擁壁工指針
(社)日本道路協会

港湾の施設の技術上の基
準・同解説　(社)日本港湾
協会

常 時  上載荷重 ｑ＝5kN/ｍ
2

○擁壁背面の砂・砂礫層
        γ=19kN/m3
        C=0kN/m2
        φ=28°

○カーバイト層
        γ=15.0kN/m3
        C=41kN/m2
        φ=0°

　擁壁安定計算
（安定性：転倒,滑動,支持力）
（応力度：引張,圧縮,せん断）

　西側擁壁：安定性・応力度共に全て許容値以下
　北側擁壁：安定性・応力度共に全て許容値以下
　東側擁壁：安定性は満足するが応力度が許容値を超過
　南側擁壁：安定性・応力度共に全て許容値以下

地震時

　設計水平震度
　　道路土工：kh=0.15
　　港湾基準：kh=0.18
　　レベル２地震動：kh=0.26
(レベル２地震動として山崎断層地震を想
定する。)

　西側擁壁：安定性が許容値を超過(水平震度0.26の場合)
　北側擁壁：安定性が許容値を超過(水平震度0.18,0.26の場合)
　東側擁壁：応力度（鉄筋）が許容値を超過(水平震度0.15,0.18,0.26の場合)
　南側擁壁：安定性・応力度共に全て許容値以下



 
 
 （２）盛立土（固化処理土、覆土）のすべり検討 
 
    【検討位置図】                         【検討条件】                    【土質条件】  

 項　目 記　事

道路土工－のり面工・斜面安定工指針　日本道路協会　H11.3

港湾の施設の技術上の基準・同解説　　日本港湾協会　H11.5

土質定数 右土質条件により算定

荷重条件 群集荷重として通常時のみ盛立土天端に5kN/㎡を載荷

通常時

地震時（道路土工　水平震度　kh=0.15）

　〃　（港湾基準　水平震度kh=0.18）

　〃　（山崎断層地震420Gal相当　kh=0.26）

④－④断面（民家側）

⑦－⑦断面（海側）

浅いすべり

深いすべり

擁壁までを含むすべり

項目

検討ケース

検討断面

すべり種別

土層種別 値

γ=18.6kN/m3

C =8kN/m2

φ=39°

γ=15.7kN/m3

C =30kN/m2

φ=0°

γ=15.7kN/m3

C =30kN/m2

φ=0°

山土

第２期
盛立土

第１期
盛立土

 

 

 

 

 

 

 

    【検討断面】 

 
検討ケース 安全率 必要安全率 判定

通常時 3.43 1.20 ○

地震時 1.94 1.00 ○

検討ケース 安全率 必要安全率 判定

通常時 6.66 1.20 ○

地震時 2.37 1.00 ○

検討ケース 安全率 必要安全率 判定

通常時 3.23 1.20 ○

地震時 1.97 1.00 ○
 検討ケース 安全率 必要安全率 判定

通常時 4.81 1.20 ○

地震時 2.07 1.00 ○ 検討ケース 安全率 必要安全率 判定

通常時 2.45 1.20 ○

地震時 1.54 1.00 ○
検討ケース 安全率 必要安全率 判定

通常時 2.85 1.20 ○

地震時 2.02 1.00 ○

 

 

 

 

 

 

    【検討結果】 

            ○円弧すべり計算では、通常時・地震時（液状化しない場合）ともに所定の安全率を満足する結果となった。           
 



 
 （３）擁壁の検討 
 

    【検討位置図】                        【検討条件】                    【土質条件】 

 

 

  

項　目 記　事

道路土工－擁壁工指針　日本道路協会　H11.3

港湾の施設の技術上の基準・同解説　　日本港湾協会　H11.5

土質定数 右土質条件により算定

荷重条件 群集荷重として通常時のみ擁壁背面に5kN/㎡を載荷

通常時

地震時（道路土工　水平震度　kh=0.15）

　〃　（港湾基準　水平震度kh=0.18）

　〃　（山崎断層地震420Gal相当　kh=0.26）

A-TYPE　逆T擁壁　盛立地西側擁壁

B-TYPE　L型擁壁　盛立地北側擁壁

C-TYPE　U型擁壁　盛立地東側擁壁

D-TYPE　U型擁壁　盛立地南側擁壁

検討断面

項目

検討ケース

土層種別 値

γ=19kN/m3

C =0kN/m2

φ=28°

γ=15kN/m3

C =41kN/m2

φ=0°

γ=19kN/m3

C =0kN/m2

φ=29°

支持地盤 N=14

盛土
(砂・砂礫)

ｶｰﾊﾞｲﾄ

盛土
（砂）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    【擁壁断面図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 





 

                                                             

ボーリング位置図 
 （５）液状化の検討 

     盛立地下部地盤の土層は主に砂質土層で構成されているため、地震時に液状化する可能性がある。道路橋示方書 

    および港湾の施設の技術上の基準に基づいて、３つの大規模地震（海洋型、内陸直下型、震度６強が想定されて山 

    されている山崎断層地震）について液状化判定を行った。さらに、液状化した場合の現象について考察を行った。 

      

 

     【盛立地周辺地下地盤の液状化の可能性】（想定地震：山崎断層地震、港湾の施設の技術上の基準に準拠） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                          凡例： 

   【検討結果】 

           ○液状化判定では、大規模地震時（震度６強が想定されている山崎断層地震など）には盛立地下部地盤は液状化の可能性が高い地盤と想定された。 



 

 

■流動化の条件 

  道路橋示方書によると、「次の二つの条件のいずれにも該当する地盤は、流動化が生じる

地盤とみなす。」とされている。 

  ① 臨海部において、背後地盤と前面の水底との高低差が 5m 以上ある護岸によって形成

された水際線から 100m 以内の範囲にある地盤 

  ② 液状化すると判定される層厚 5m 以上の砂質土層があり、かつ当該土層が水際線から

水平方向に連続的に存在する地盤 

＜地盤流動の可能性について＞ 

 地盤が液状化した場合、地盤流動（下図参照）や盛土の崩壊等の現象が想定される。地盤流動

は水際線付近で起こる可能性があり、構造物の転倒などの大きい被害をもたらすことがある。盛

土の崩壊等の現象については、斜面すべりや盛土の沈下、変形などが考えられる。盛立土につい

て、これらの現象の起こる可能性について以下に検討する。 

（６）液状化時の現象  

＜地盤流動化以外の現象と対策について＞  

 
 液状化時の地盤流動以外の現象の検討として、盛立土の斜面すべりについて、盛立地の周

辺（道路等）まで含めた範囲を対象に、最も厳しいケースとして液状化層のせん断力（抵抗

力）をゼロとした地震時の円弧滑り解析を行った。 

 この場合の検討結果と、最小安全率となる円弧を以下に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

■検討結果  

検討ケース 安全率 所要安全率 判定

④－④ 民家側
液状化時

（タイプⅡ・686gal）
0.48 1.00 ×

検討断面 

 

 

 

 

 

■当該盛立土について 

  ①について 

   高砂西岸壁（-5.5m）から盛立土法尻まで 90

～115m 程度の位置にある。 

 

  ②について 

   液状化が想定される砂質土層は岸壁まで存在

しているものと思われるが、5m 以上の層厚が

連続しているわけではない。（土層断面図参

照） 

 

 

 

 

 

 

 
遮水性地下土留め壁 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ■考察 

   当該地盤は流動化の条件である「①かつ②」を満たさないため、水際線付近で流動化が発

生しても当該地盤への影響は小さいと判断される。 

■考察 

 ・円弧すべり解析における最小安全率は 0.48 となり、必要安全率 1.00 を下回る結果とな

った。すなわち、地盤が液状化すれば、上図の想定円弧付近に滑りが発生する可能性が

あると考えられる。 

 ・対策工法としては、上図のように、盛立土法尻に地下土留め壁を設けるのが適当と考え

られる。ただし、液状化時等の万が一の PCB 漏洩に対しても外部環境との遮断性が確保

できるよう、遮水性地下土留め壁（鋼管矢板壁、ソイルセメント壁、場所打ち鉄筋コン

クリート壁等の遮水性の高い土留工法）の構造形式をとることが望ましい。 

 ・ただし、対策工法を検討する場合には、地震応答解析やすべり変形解析により液状化に

よるさらに詳細な地盤の挙動を把握するとともに、液状化層の強度を求めるための振動

三軸試験などの高度な試験が必要となる。また、地下水の流れを遮断することになるた

め、解析にあたってはその影響を考慮しておく必要がある。 メージ図 

 

地盤流動のイ



                                                             

 （７）沈下の検討 

【不等沈下量の算出】 

【沈下量の算出】 



                                                         

 （８）津波に関する検討 



    

 （９）高潮に関する検討 



  

 （１０）大雨に関する検討（排水能力、流域図） 

【検討方法】 
 

【検討結果】 

 

①大雨時の既存排水路の流下能力を検討すると、部分的に排水能力を満足しない箇所があ

る。しかし、盛土形状を考慮して通水断面を考えると排水能力を満足する。 

 

（高潮と大雨が重なった場合の検討） 

②高潮と大雨が重なった場合でも、盛立土上の集水桝の高さ T.P.+8.2m に対し、高潮高さ

T.P.+4.2m であるため、この 4m の水位差により、盛立土上（A-1,A-2,B-1,B-2）からの

雨水は管路①および③により排水が可能で、盛立土から覆土へ溢れ出すことはない。 

 

③盛立土周辺の A-3、A-4 領域の雨水については、高潮により管路②からの排水ができなく

なった場合、周辺に比べて標高の低い流域図"a"部から外部へ流出すると思われ、この部

分が表層を浸食される可能性がある。ただし、盛立土本体への影響はない。 

  また、B-3,B-4 の領域の雨水については、"b"部および水路 4-1 から外部に流出するの

で、盛立地を浸食することはない。 



 

 

      （参考：盛立地流域図） 
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